




























































関する調査」を実施した。回収締切日（投函ベース）は 2019年 9月 21日で、回収数は 698
通（有効 676通、無効 22通）、有効回答率 19.9%であった。 
質問は 34項目（各設問に付随する小問を含めると 66項目）で、その内訳は、①企業の












                                                          
5西日本豪雨（平成 30年 7月豪雨）は、2018年 6月 28日から 7月 8日にかけての西日本を中心とし
た全国的に広い範囲の記録的な大雨による災害をさすが、この豪雨により、河川の氾濫、浸水害、土
砂災害等が発生し、死者 237名（広島県 115名、岡山県 66名、愛媛県 31名、他府県 25名）、行方不




被害の甚大さに鑑み、2018年 7月 14日「特定非常災害指定」（総務省,2018）、同年 7月 27日に「激
甚災害指定」（内閣府,2018b）がなされた。 





の順であった。なお、県別では、広島県 87.1%、岡山県 12.9%であった（表 1）。 
 
表 1 本社所在地 
 
 










訳の平均は、役員 3.41人（標準偏差 1.63）、正規従業員 28.35人（同 36.97）、非正規従業
員 12.48人（同 41.46）であった。 
市町村 構成比 回答数 市町村 構成比 回答数
広島市 30.9% 207 倉敷市 6.6% 44
廿日市市 2.7% 18 井原市 1.5% 10
呉市 4.9% 33 笠岡市 1.2% 8
東広島市 5.7% 38 高梁市 1.3% 9
三原市 2.7% 18 総社市 0.9% 6
尾道市 6.6% 44 岡山県その他 1.3% 9
福山市 19.0% 127 岡山県計 12.9% 86
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表 5 資本金規模 
 
 
問 7 では、創業年を尋ねた。創業年を区分したところ、最も多いのは「1950 年～1980
年」（337 社、51.4%）であった。次いで、「1981 年～2011 年」（209 社、31.9%）、「1919 年
～1949年」（75社、11.4%）の順であった（表 6）。 
 










続く、問 11 では経営者（代表取締役社長）の属性を尋ねた。まず、問 11①において、
経営者の年齢を尋ねたところ、平均 63.81 歳（標準偏差 8.04）であった（n=651）。また、
最年少は 33歳、最高齢は 88歳であった。次いで、問 11②において、創業者を一代目とし
た経営者の代数を尋ねたところ、平均 2.52代（標準偏差 1.78）であった（n=644）。また、
最小は１代目（創業者）、最高は 23 代目であった。さらに、代数別では、2 代目が 37.4%
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（209 社、33.7%）であった（n=620）。問 12 では、後継者について尋ねた 7。まず、問 12
①において、後継者の年齢を尋ねた。その結果、後継者の平均年齢は 38.8 歳（標準偏差









































































































                                                          
9この調査において、直接的被害とは、自然災害の発生によって想定される様々な被害のうち、人の生
死や資産喪失に関する直接的な被害をさす。 
経済損失 平均 最高 最低
当初見込みに対する売上高の減少割合 0.58割（標準偏差1.22） 10割 0割



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































最高齢は 88歳、後継者は 71歳であった。後継者の入社後の在籍年数は約 12年、現在の地
位で最も多いのが役員であった。ただし、およそ 40%の企業で、後継者不在であった。 
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17例えば、東日本大震災を契機とした帝国データバンク（2011）の調査では、BCPの策定率
は、大企業 21.5%に対して、中小企業 6.5%であった。また、日本政策投資銀行九州支店（2017）
による熊本地震関連の調査では、BCP策定率は、従業員 1千人超の企業で約 70%、同 50人
では約 10%であった。 
18中小企業であっても BCPの有効性は認められる（堀越,2019） 
19中小企業庁（2018）によると、中小企業の経営者年齢は、平成 7年の 47歳に対して、平成 27年に
堀越 昌和 
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「A Research on recovery process and business succession 
planning of SMEs in torrential rain affected areas」A Report of 




 Department of Business Administration, Faculty of Business Administration, 
Fukuyama Heisei University 
 
Abstract: In this article, we reported the results of “A Research on recovery process 
and business succession planning of SMEs in torrential rain affected areas” conducted 
on companies affected by West Japan torrential rain. Based on the results, we examined 
a direction for long-term business continuity management of disaster-stricken SMEs 
from perspective of business succession. 
Key Words: West Japan torrential rain, Disaster Management, business succession, 
Small- and Medium-Sized Enterprise（SME） 
